
独立行政法人環境再生保全機構(法人番号 8020005008491)の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

監事

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ② 令和５年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和５年度における改定内容

当機構理事の報酬は、本俸が803千円であるほかは、法人の長と同様の考え方により支
給を行っている。

なお、令和５年度の給与支給に関する主な改定内容として、人事院勧告及び国家公務員
における一般職の職員の給与に関する法律の一部改正等を踏まえて、本俸の引上げ（+2
千円）並びに賞与支給月数の引上げ（+0.1月）を実施した。

当機構監事（常勤）の報酬は、本俸が687千円であるほかは、法人の長と同様の考え方によ
り支給を行っている。

なお、令和５年度の給与支給に関する主な改定内容として、人事院勧告及び国家公務員に
おける一般職の職員の給与に関する法律の一部改正等を踏まえて、本俸の引上げ（+2千円）
並びに賞与支給月数の引上げ（+0.1月）を実施した。

当機構役員報酬規程により、常勤役員の報酬としては、本俸、特別都市手当、通勤手当、
期末手当及び業績給を支給することとしている。

当機構理事長が毎月支給を受ける基本俸給は、本俸924千円に特別都市手当16％を加
算した額である。

期末手当は年2回（6月、12月）の支給であり、基準額（本俸＋特別都市手当月額＋本俸
×100分の25＋（本俸＋特別都市手当月額）×100分の20）に、6月に支給する場合は100分
の83.5を、12月に支給する場合は100分の84.5を乗じて得た額に、各基準日（6月1日、12月1
日）以前6か月の在職期間率を乗じて得た額である。

業績給は、基準額に100分の137を乗じて得た額に、主務大臣による前年度に係る業務の
実績に関する評価結果に則した100分の200から100分の0までの範囲内で定める割合及び
在職期間率を乗じて得た額である。

なお、令和５年度の給与支給に関する主な改定内容として、人事院勧告及び国家公務員
における一般職の職員の給与に関する法律の一部改正等を踏まえて、本俸の引上げ（+2千
円）並びに賞与支給月数の引上げ（+0.1月）を実施した。

当機構の所管業務は、公害健康被害の補償・予防から、民間団体の環境保全活動等への支援、石綿健康
被害者の救済、環境分野の研究開発の採択・資金配分・評価など多岐にわたり、7部1室1プロジェクトグルー
プの組織体制（令和6年3月31日時点）で事業を実施している。そこで、役員報酬水準の検討に当たっては、
当機構と同様に「中期目標管理法人」であり、常勤職員数（当機構：161人（令和6年3月31日時点））から比較
的同規模と認められる他の独立行政法人の報酬支給水準等を参考に検証することとした。

ア．当機構と同様に「中期目標管理法人」であり、かつ、独立行政法人・特殊法人総覧（令和４年度版）におい
て常勤職員数が111～211人（当機構の常勤職員数±50人）である他の独立行政法人に関して、令和４年度
公表資料等を基に法人の長の俸給月額（本俸額）を推計した結果、1,035千円であった。
イ．国の指定職俸給表において、事務次官の俸給月額（8号俸）は1,175千円である。
ウ．同じく指定職俸給表において、5号俸は965千円、3号俸は818千円、1号俸は706千円である。
エ．なお、当機構と同じく川崎市に本部を置く独立行政法人（新エネルギー・産業技術総合開発機構、労働者
健康安全機構の2法人）について、上記アと同様に法人の長の俸給月額（本俸額）を推計した結果、1,011千
円であった。

注：上記ア、エは直近の令和４年度に係る公表資料記載の数値であり、上記イ、ウの数値は令和４年度改正後
の規定等における数値である。以下、本公表資料において同様とする。

当機構においては、平成16年の設立当初から役員業績給を導入しており、役員報酬規程に「理事長の業
績給の額は、基準額に100分の137を乗じて得た額に、別に定める評価結果に則した100分の200から100分
の0までの範囲内で定める割合を乗じて得た額とする」等の規定を置き、主務大臣による前年度に係る業務の
実績に関する評価結果を踏まえて、役員業績給への業績反映を行っている。



監事（非常勤） 非常勤監事の報酬は、非常勤役員手当（月額196千円）及び通勤手当である。



２　役員の報酬等の支給状況
令和５年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,664 11,075 5,574
1,772

242
（特別都市手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,712 9,622 3,430
1,539

120
（特別都市手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,486 9,622 5,133
1,539

191
（特別都市手当）
（通勤手当）

◇
千円 千円 千円 千円

16,056 9,622 4,843
1,539

50
（特別都市手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,286 8,228 3,399
1,316

341
（特別都市手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,359 2,354 4 -
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：端数処理の関係で総額が一致しない場合がある。

A監事

Ｂ監事
（非常勤）

B理事

法人の長

A理事

Ｃ理事

前職
就任・退任の状況

役名
その他（内容）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

非常勤監事に関しても、常勤監事と同様、多種多様な業務の特性や根拠法令等を
考慮しつつ、法人全体について監査できる人材を登用する必要がある。

当機構非常勤監事の報酬は、上記常勤役員の報酬水準等に鑑み、非常勤役員手
当（月額196千円）及び通勤手当としており、妥当な水準と考える。

機構は、環境分野において多岐に渡る業務を実施しており、役員には各業務への
深い理解と知見に加え、多種多様な業務を統括できる優れた能力が求められる。

法人における自己検証（国の指定職俸給表との比較、地域的・規模的に類似する他
独法との比較等）に加え、令和４年度業務実績評価結果（A評価：全体として中期計画
における所期の目標を上回る成果が得られている）に鑑みると、妥当な水準であると考
える。

今後とも人事院勧告やその他社会一般の情勢、業務の実績等を勘案しながら、更な
る合理化・適正化を目指し引き続き取り組む必要があると考えており、注視していく。

当機構は、環境分野における政策実施機関として唯一の独立行政法人であり、そ
の所掌する業務も公害健康被害の補償・予防から、民間団体の環境保全活動等へ
の支援、石綿健康被害者の救済、環境分野の研究開発の採択・資金配分・評価など
多岐にわたり、7部1室1プロジェクトグループの組織体制（令和6年3月31日時点）によ
り業務を遂行している。その長として、環境分野の各種施策に明るく、多種多様な業
務を統括できる人材を登用する必要がある。

当機構理事長の役員報酬については、俸給月額（本俸）924千円は、Ⅰ-１-①アで
比較対象としている法人の平均額（1,035千円）を下回る水準にある。

また、国の指定職俸給表との対比においても、事務次官の俸給月額（8号俸：1,175
千円）及び指定職5号俸（965千円）を下回る水準となっており、妥当な水準と考える。

当機構では、各理事が性質の異なる複数業務を担当・所掌することとしており、各
業務の円滑な遂行のためには、公害健康被害者、企業、NGO・NPO、医療関係者、
研究機関等が関係する各業務の内容等に関する深い理解とともに、優れた統括能
力を有する人材を登用する必要がある。

当機構理事の役員報酬については、上記法人の長の水準と同様、国の指定職3
号俸（818千円）を下回る水準となっており、妥当な水準と考える。

当機構は多種多様な業務を所掌していることから、各業務の特性や根拠法令等を
考慮しつつ、法人全体の財産状況、業務遂行状況及び内部統制状況を監査できる
人材を登用する必要がある。

当機構監事（常勤）の役員報酬についても、上記法人の長及び理事の水準等に
鑑み、国の指定職1号俸（706千円）を下回る水準となっており、妥当な水準と考える。



４　役員の退職手当の支給状況（令和５年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

（該当者なし）

千円 年 月

4,022 4 0 令和4年9月30日 1

千円 年 月

（該当者なし）

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

（該当者なし）

法人での在職期間

監事A

判断理由

（該当者なし）

　在職期間における法人及び個人の業績等を踏まえ、「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案
率の算定ルールについて」（平成27年5月25日総務大臣決定）に基づき、環境大臣が業績勘案率を決
定した。退職手当支給額は、当該業績勘案率を踏まえ、役員退職手当規程に基づき決定されており、
妥当な水準であると考える。

法人の長

理事A

法人の長

理事A

監事B
（非常勤）

前述のとおり、役員業績給の仕組みは既に導入済であり、当該年度の業績を勘案して、翌年度に支給
することとしている。

今後もこの仕組みを継続する予定である。



Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和５年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

91 41 7,527 5,512 170 2,015
人 歳 千円 千円 千円 千円

91 41 7,527 5,512 170 2,015

人 歳 千円 千円 千円 千円

10 42.9 4,881 3,683 152 1,198
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 42.9 4,881 3,683 152 1,198

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

　「研究職種」、「医療職種」及び「教育職種」については、該当者がいないため記載を省略した。
　「在外職員」、「再任用職員」及び「非常勤職員」については、該当者がいないため記載を省略した。

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

任期付職員

事務・技術

区分

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

常勤職員

うち賞与平均年齢
令和５年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内人員

事務・技術

職員給与の支給水準を検証するに当たっては、対国家公務員指数の他、特に採用選考等で就職希望者
が競合する地方公務員（川崎市）及び川崎市に本部を置く他の独立行政法人（新エネルギー・産業技術総
合開発機構、労働者健康安全機構）を参考にすることとした。

既存の公表資料から得られる令和４年度の平均年間給与額により試算した結果、地方公務員（川崎市：一
人当たり給与費）、（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構（常勤職員（事務・技術））及び（独）労働
者健康安全機構（常勤職員（事務・技術））の三者の平均値は7,151千円であった。

なお、当機構（常勤職員（事務・技術））の令和４年度の平均年間給与額は7,478千円であった。

業績給の仕組みとして、当機構では平成20年4月から人事評価制度を導入し、当該年度の各職員の業績
評価について、翌年度6月支給の賞与（期末手当及び業績手当）のうち業績手当に、およそ＋10％から－
10％の増減幅で反映している。

なお、当該年度の能力・スキル評価については、翌年度の定期昇給に反映している。

当機構職員給与規程に基づき、本俸及び諸手当（役職手当、扶養手当、特別都市手当、住居手当、時間
外勤務手当、通勤手当、単身赴任手当及び管理職員特別勤務手当）を支給することとしている。

期末手当については、基準額（本俸月額＋扶養手当月額＋特別都市手当月額）に、6月支給の場合は
100分の120を、12月支給の場合は100分の125を乗じて得た額（管理職員にあっては、6月支給の場合は
100分の100を、12月支給の場合は100分の105を乗じて得た額)に、基準日以前6か月以内の期間における
その者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

業績手当については、基準額（本俸月額＋特別都市手当月額）に、6月支給の場合は100分の100を、12
月支給の場合は100分の105を乗じて得た額(管理職員にあっては、6月支給の場合は100分の120を、12月
支給の場合は100分の125を乗じて得た額）に、基準日以前6か月以内の期間におけるその者の勤務期間
に応じた割合及びその者の勤務成績による割合を乗じて得た額としている。

なお、令和５年度の給与支給に関する主な改定内容として、人事院勧告及び国家公務員における一般職
の職員の給与に関する法律の一部改正等を踏まえて、賞与支給月数の引上げ（+0.1月）を実施した。



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

③

平均
人 歳 千円

6 54.2 12,767 13,139 12,364

 　 本部課長・主幹 20 49.5 9,762 11,615 8,019

    本部課長代理・副主幹 22 42.7 7,408 8,755 5,886

　　本部主査 19 36.7 5,774 6,521 4,844

　　本部主事 23 32.4 5,208 6,377 4,297

　　本部課員 11 42.5 4,769 5,172 4,489

④ 賞与（令和５年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

46.5 46.0 46.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

53.5 54.0 53.7

％ ％ ％

         最高～最低 55.8～44.9 55.3～46.1 55.5～45.7

％ ％ ％

53.7 52.0 52.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

46.3 48.0 47.2

％ ％ ％

         最高～最低 70.3～42.7 55.4～44.8 61.4～43.8

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔任期付職員を除く。以下、④まで同じ。〕

分布状況を示すグルー
プ

人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

千円

（代表的職位）

　　本部部長

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一般
職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　 108.3

・年齢・地域勘案　　　　　　　　 109.6

・年齢・学歴勘案　　　　　　　 106.9

・年齢・地域・学歴勘案　　　　 109.1

　　　　対国家公務員
　　　　指数の状況

内容項目

　また、当機構は特殊法人整理合理化計画に基づき、旧公害健康被害補
償予防協会及び旧環境事業団が実施していた多岐にわたる業務を承継し
ており、各業務の専門部署を設置した結果、機構の管理職割合（比較対象
職員の25.7％）が国（5.4％(※)）より大幅に高くなっていること、さらに、当機
構職員の年齢構成や能力・適性、組織活性化等を考慮し、40代前半から
積極的に管理職登用を行っていることも、年齢勘案である対国家公務員指
数を上げる要因の一つと考えられる。
　加えて、平成28年度末に職員宿舎制度を廃止したことから、比較対象職
員における住居手当の支給割合が47.5％と、国家公務員行政職（一）にお
ける住居手当支給割合（29.0％(※)）を大幅に上回っていることも本指数を
上げる要因となっていると考えられる。
(※)「令和５年国家公務員給与等実態調査報告書」（人事院給与局）より。
なお、国の管理職割合は行（一）7級以上の割合としている。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　当機構は、環境分野の政策実施機関として、環境分野における専門性と
知識・能力を有する人材を確保してきたことから、大卒以上の者の占める割
合（比較対象職員の86.1％）が国（国家公務員行政職（一）62.9％(※)）に比
べて大幅に高くなっていることが対国家公務員指数を上げる要因の一つと
考えられる。
(※)「令和５年国家公務員給与等実態調査報告書」（人事院給与局）より



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

414,920円

　給与水準の妥当性の
　検証

月額 年間給与

240,460円 3,588,866円

（法人の検証結果）
　当機構の対国家公務員指数は100を上回っているが、これまでの給与水
準低減のための俸給額の抑制等の各種取組により、平成18年度対国家公
務員指数115.2（年齢・地域・学歴勘案）から、平成28年度対国家公務員指
数103.4まで低減させることができた。
　その後、宿舎制度の廃止に伴う住居手当支給対象者割合の増加等によ
り、対国家公務員指数は微増傾向にあるものの、当機構の給与水準は、下
記の理由により概ね適正なものと考える。

① 当機構は、環境分野の政策実施機関として、170人に満たない限られた
職員数で、環境分野における専門性と知識・能力を有する人材等を確保し
てきたことから、大卒以上の者の占める割合が国に比べて大幅に高くなっ
ていること。【機構86.1％、国62.9％】
② 必要な人材確保の一要件として、近隣の地方公共団体や独立行政法
人等と競合し得るだけの給与水準を備えていることが挙げられるところ、Ⅱ-
１-①に記載のとおり、当機構の給与水準は採用活動において競合する団
体等と概ね同等にあり、給与水準の低減は必要な人材の確保を困難にす
る要因となり得ること。
③ 当機構は、特殊法人整理合理化計画に基づき、旧公害健康被害補償
予防協会及び旧環境事業団が実施していた多岐にわたる業務を承継して
おり、各業務の専門部署を設置した結果、機構の管理職割合が国よりも高
くなっていること。【機構25.7％、国5.4％】

　以上のとおり、令和５年度対国家公務員指数は109.1（年齢・地域・学歴勘
案）となっているものの、当機構としては、引き続き将来的な業務の見直し
等に併せて適正な要員配置に努めるなど、組織及び人件費の更なる適正
化のために必要な措置を検討していく。

※ 扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子１人につき10,000円等）を支給

50歳（本部課長） 605,550円 10,253,981円

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　34.62％】
（国からの財政支出額19,072,310千円、支出予算の総額55,088,522千円：
令和５年度予算）
【累積欠損額　0円（令和５年度決算）】
【管理職の割合　25.7％（比較対象職員101人中26人）】
【大卒以上の高学歴者の割合　86.1％（比較対象職員101人中87人）】
【支出予算の総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　2.86％】

35歳（本部課長代理）

22歳（大卒初任給）

（扶養親族がいない場合）

講ずる措置

6,831,429円

　引き続き、国家公務員に対する人事院勧告や業務見直し等の状況を踏ま
えて、業務の実績等を考慮しつつ、社会一般の情勢に適合した水準を維
持する措置を講ずる。

（主務大臣の検証結果）
　平成16年の設立以降、各種取組により、機構の給与水準は低減傾向で
はあるが、令和５年度においては、前年度の105.2ポイントに比べ3.9ポイン
ト増加し、全体として、国家公務員指数に比べて9.1ポイント高くなっている。
　要因として、機構では、環境分野における専門性と知識・能力を有する人
材を確保するため、大卒以上の職員が占める割合及び管理職が占める割
合が国と比べて高いためであり、専門的知識を有した有能な人材確保の必
要性を踏まえると、妥当な水準であると考える。
　今後とも人事院勧告やその他社会一般の情勢等を勘案しながら、更なる
合理化・適正化を目指し引き続き取り組む必要があると考えており、注視し
ていく。

前述のとおり、業績給の仕組みは既に導入済であり、当該年度の人事評価結果を翌年度の業績手当に
反映している。



反映している。
今後もこの仕組みを継続する予定である。



Ⅲ　総人件費について

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和4年度 令和5年度

千円 千円 千円 千円 千円

990,985 992,924 1,003,734 1,014,159 1,075,471
(A)

千円 千円 千円 千円 千円

59,226 31,552 103,448 41,666 61,626
(Ｂ)

千円 千円 千円 千円 千円

216,775 220,862 226,746 228,648 270,284
(Ｃ)

千円 千円 千円 千円 千円

189,191 186,032 196,415 201,379 193,641
(D)

千円 千円 千円 千円 千円

1,456,179 1,431,373 1,530,344 1,485,854 1,601,024
(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注２：端数処理の関係で総額が一致しない場合がある。

総人件費について参考となる事項

○給与、報酬等支給総額、最広義人件費の増減要因

Ⅳ　その他

区　　分

注１： 中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 　期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 　記載する。

非常勤役職員等給与

退職手当支給額

福利厚生費

最広義人件費

給与、報酬等支給総額

「給与、報酬等支給総額」については、経験者採用者の増による影響等により前年度比約1.06％の増と
なっている。また、「最広義人件費」については、退職者の減による影響等により前年度比約1.07％の増と
なっている。

なお、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づき、役職員
の退職手当について国家公務員の制度改正と同等の改定（同程度の削減率）となるよう、現行の調整率
を見直す規程改正を平成29年度中に実施している。

役員の退職手当規程の改正については、国家公務員給与法と同様に平成30年1月1日施行としたが、
職員退職手当規程の改正については、同規程が就業規則付属諸規程であり、改正に際して労働者の過
半数を代表する者の意見を聴く必要があったため、意見聴取期間を設けたことから、施行日を平成30年2
月1日とした。

特になし。


